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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準作成機関である一般財団法人

日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があり，経済産業大

臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 

 
  



 
C 62506：2025 (IEC 62506：2023) 目次 

（4） 

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。

 

白   紙 



 
 

  

著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。

日本産業規格          JIS 
 C 62506：2025 
 (IEC 62506：2023) 

製品の加速試験方法 
Methods for product accelerated testing 

 
序文 

この規格は，2023 年に第 2 版として発行された IEC 62506 を基に，技術的内容及び構成を変更すること

なく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

多くの信頼性評価又は故障調査のための試験方法が開発され，それらのほとんどは，現在も使用されて

いる。これらの方法は，製品の信頼性を決定したり，製品の潜在的な故障モードを特定したりするために

使用され，信頼性の実証に有効とされている。 

－ 期間を固定した試験 

－ 逐次確率比試験 

－ 信頼性成長試験 

－ 故障するまでの試験，など 

このような試験は，非常に有用ではあるが，特に実証しなければならない製品の信頼性が高い場合には，

通常，長期にわたる。製品の市場投入までの期間の短縮及び競争力のある製品コストが，効率的で効果的

な加速試験の必要性を高めている。ここでは，ストレスレベルを増加する，又は反復ストレスを適用する

速度を上げることによって試験を短縮する。それによって，故障モードの発見及び軽減を通じて製品信頼

性のより迅速なアセスメント及び成長が容易になる。 

信頼性活動には，二つの特徴的なアプローチがある。 

－ 第 1 のアプローチは，予期される運用条件及び使用プロファイルの下で，製品の期待寿命時間内に活

性化する可能性の高い潜在的な故障モードが製品に存在しないことを，分析及び試験を通じて検証す

る。 

－ 第 2 のアプローチでは，予期される運用条件及び使用プロファイルの下で，所定の時間後に何回故障

するかを推定する。 

加速試験は，いずれの場合にも適した方法であるが，使い方は全く異なる。第 1 のアプローチは，定性

的加速試験に関連しており，最終的に製品のフィールドでの故障をもたらす可能性のある故障の特定が目

的である。第 2 のアプローチは，定量的加速試験に関連しており，使用環境及び使用プロファイルに関連

付けることが可能な加速シミュレーション試験の結果に基づいて製品の信頼性を推定することが可能であ

る。 

加速試験は，ハードウェア及びソフトウェアを含む複合レベルのアイテムに適用可能である。期間を固

定した試験，逐次故障試験（test to fail），成功試験，信頼性実証試験，信頼性成長試験，信頼性改善試験な

どの異なる種類の信頼性試験は，加速試験方法の候補となる可能性がある。この規格では，選択された一


